
*1）6月 20日時点で政府が発表したトラブルは以下の通り。

・別人の医療情報がマイナンバーカードに登録されていた事例が、7300件以上。

・マイナンバーと公的給付金の受取口座の紐付けを巡り、本人以外の家族名義の口座を登録する

事例がおよそ 13万件。

・他人の口座と誤って登録したと疑われる事案が 748件。

・住民票の写しなどのコンビニ交付で別人の証明書を発行。

・印鑑登録証明書のコンビニ交付で登録抹消した証明書を発行。

・「マイナポイント」を別人に付与した事例が、131自治体で 172件。

・マイナポータルで他人の年金記録が閲覧できる問題発生。

・同姓同名にカード交付、障害者手帳に紐付けミス、マイナポータルの不具合。
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＊お断り 以下の原稿は、府中町議会の公式記録ではありません。また、年号については

西暦に統一しています。

マイナンバーと医療DXについて

府中町議会（広島県安芸郡） 8番 二見伸吾

2023/06/27

●はじめに

今月（6 月）2 日、 2024 年秋に保険証を廃止し、マイナンバーカー

ドに一本化する関連法が成立しました。

マイナンバーをめぐって様々な問題が発生しています*1）。

慎重に進めれば避けられたであろう失敗の数々ですが、政府はトラブ

ル山積であるにもかかわらず、保険証の廃止に邁進しています。

（6 月）12 日、岸田総理は参議院の決算委員会で、「なぜ保険証を廃止

する必要があるのかという質問に対して、いくつか理由を述べましたが

その一つとして「様々なデータの活用の幅がより広がっていく」ことを



*2）2023年 6月 12日、小沼巧議員（立憲民主党）の質問に対する答弁。

*3）総務省ホームページ

*4）政府のさまざまな資料にあるとおり、個人番号（マイナンバー）の別名は「社会保障・税番

号」である。
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理由にあげました*2）。個人の幅広い情報を集積、提供、共有することを

プロファイリングと言うそうですが、このプロファイリングこそマイナ

ンバー制度導入の最大の狙いです。

1．マイナンバーカードと健康保険証

●マイナンバーとは

マイナンバーは、住民票を持つ日本国内の全住民に付番される 12 桁

の個人番号で、「マイナンバー制度は行政の効率化、国民の利便性の向

上、公平・公正な社会の実現のための社会基盤」
*3）
だとされています。

ここでいう「公平・公正な社会」とは、「公平公正な負担と給付」がな

される社会という意味のようです。

マイナンバー制度は「社会保障・税番号制度」とも呼ばれています。

この名の示すとおり、「税務当局が取得する所得や納税の情報をマイナ

ンバーで名寄せし、所得把握の精度を向上」させるための「納税者番号」

であり、「真に支援を必要としている者に対し迅速かつ適切」に社会保

障給付するための「社会保障番号」という位置づけです。

マイナンバー制度は、多様な形で利活用されていくことが予定されて

いますが、「社会保障・税番号制度」という名が示すとおり、核をなす

のは社会保障と税です*4）。社会保障については、「医療デジタルトランス
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フォーメーション」（以下、「医療 DX」）推進の要として社会保障支出

を削減し、マイナンバーによって集められた様々な情報を民間企業に利

活用させる。税金については、インボイス制度とあいまって課税ベース

を広げ、事実上の増税をする。

●さまざまな個人情報を紐付けるカギ

マイナンバーカードには、券面と IC チップにマイナンバーと 4 つの

基本情報（氏名、住所、性別、生年月日）と顔写真が表示されています。

これだけでも大切な個人情報であり、紛失、盗難などによる情報の流出

が心配されます。さらに問題なのは、このマイナンバーにさまざまな個

人情報が紐付けられていくことです。

現時点では、マイナンバーは、健康保険、特定健診、ワクチン医療接

種記録にかかわる情報のほか、年金、住民税、雇用保険などの情報と紐

付けされています。13 万件の誤った登録があった預貯金口座も今のと

ころ任意で紐付けが始まっています。

政府は（6月）9日、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（以下、

「重点計画」）の改定を閣議決定しました。

この「重点計画」のなかに「マイナンバーカードの普及及び利用の推

進」という項目があり、健康保険証との一体化に加え、運転免許証、日

本で暮らす外国人の在留カード、自治体による子どもの医療費助成制度

や診察券、母子保健の健診受診、母子健康手帳、介護保険証、障害者手

帳、雇用保険受給資格者証、などをマイナンバーカードに一体化すると

あります。国家資格、技能士資格、技能講習修了証明書、建設キャリア

アップカードの情報も紐付ける計画です。



*5）「デジタル社会形成基本法」「デジタル庁設置法」「デジタル社会の形成を図るための関係法律

の整備に関する法律」「公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に

関する法律」「預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法

律」「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」2021年 5月 19日公布。

*6）医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、

視能訓練士、義肢装具士、言語聴覚士、臨床検査技師、臨床工学技士、診療放射線技師、歯科衛

生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、救急救命士、介

護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、管理栄養士、栄養士、保育士、介護支援

専門員、社会保険労務士、税理士。

*7）理容師・美容師、小型船舶操縦士及び建築士（一級、二級）以外の資格は、マイナンバー法

第９条別表から拾い上げると次の通り。

保険医、小児慢性特定疾病指定医、難病指定医、精神保健指定医、医師少数区域経験認定医、

保険薬剤師、衛生管理者、救命艇手、受胎調節実地指導員、司法試験、司法試験予備試験、教員、

死体解剖、全国通訳案内士、地域通訳案内士、建築物調査員、建築設備等検査員、木造建築士、

クリーニング師、行政書士、海事代理士、海技師、自動車整備士、給水装置工事主任技術者、調

理師、専門調理師、登録販売者（一般用医薬品の販売）、製菓衛生師、社会保険労務士、職業訓

練指導員、キャリアコンサルタント、建築物環境衛生管理技術者、情報処理安全確保支援士、発

破技士、上級保安技術職員（甲種・乙種・丁種）、発破係員（甲種・乙種）、坑外保安係員（甲種

・乙種・丁種）、揚貨装置運転、、ボイラー技師免許（特級・1 級・2 級）、ボイラー溶接士（特

別・普通）、ボイラー整備士、クレーン・デリック運転士、床上操作式クレーン運転、移動式ク

レーン運転士、小型移動式クレーン運転、潜水士、フォークリフト運転、車両系建設機械（整地

・運搬・積み込み用、掘削用、基礎工事用、解体用）、ショベルローダー等運転、運転技能、建

設機械施工技術、ショベルローダー等運転、不整地運搬車運転、高所作業車運転、玉掛け技能、

労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント、作業環境測定士、マンション管理士、衛生

検査技師、国家戦略特別区限定保育士。
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すでに 2021 年の「デジタル改革関連法」*5）成立によって、医師、歯

科医師、看護師など 32 の社会保障・税関連の国家資格*6）
をマイナンバ

ーカードにひも付けることになっています。

今回の「マイナンバー法等の一部改正法」成立によって社会保障・税

関連以外にも、理容師・美容師、小型船舶操縦士及び建築士など、50

以上の国家資格や認定について新たに紐付けることにしました
*7）
。将来



*8）厚労省「マイナンバーを活用した情報連携の拡大等について」第 105回社会保障審議会障害

者部会、2021年 2月 26日。

*9）河野太郎デジタル担当大臣は記者会見で次のように述べた。「マイナンバーカードとクレジッ

トカードなどを連携し、マイナンバーカード 1枚で、さまざまな場所で決済が可能になる『手ぶ

ら観光』、こういうものがございます。決済ができるだけでなく、地域の提携をしている店舗な

どでポイントがついたり、割引を受けられるメリットが利用者側にはあります。宿泊事業者など

の地域のサービス事業者については、こうした観光客の行動データを匿名化して地域の観光開発、

観光市場開発に活用したり、観光客を戦略的に割引やポイントその他のサービスで、観光客を地

域に誘導できるメリットがあります。こういうさまざまな取り組みを通じて、行政だけでなく民

間のビジネスシーンにおいても、誰でも使えるオンラインの本人確認機能としてのマイナンバー

カードの利用を広げていきたいと思っています」（2022年 12月 23日）

*10）宇都宮大学は 2021年度入学生から図書館での館外貸出や夜間休日等の大学建物への入棟の

際などにマイナンバーカードを使用することにした。「マイナンバーカードの使用を強制してい

るのではないか」といった批判が多く寄せられ、大学は「マイナンバーカードを取得していない

方については別途手続きを行うことで，図書館及び授業時間外の建物への入室に利用できる磁気

カードを貸出しております」とホームページ上に追記している。
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的には約 300の資格をマイナンバーに紐付けるといいます*8）。

また、マイナンバーカードを「市民カード化」を推進するとして、①

キャッシュカードや交通系カードとの一体化*9）、②図書館カード、③印

鑑登録証、④大学での出席、入退館記録や各種証明書（在学証明書、成

績証明書、卒業証明書など）*10）発行に使用することなど、「日常生活の

様々なシーンに持ち歩」くカードにするのだと言います。

さらに、マイナンバーカードの電子証明書をスマートフォン（Android

端末）に搭載することも今年（2023年）5月から始まっています。

●送られてこない資格確認書

政府は来年（2024 年）秋に現行の健康保険証を廃止し、マイナンバ
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ーカードに一本化する方針です。カードをなくした人や取得していない

人が保険証の廃止後も必要な保険診療を受けられるように「資格確認書」

を発行するといいます。この「資格確認書」はこれまで国民健康保険証

が町から郵送されてきたのと違い、本人からの申請が必要です。申請が

困難な人もいます。また、申請が必要なことが分からないまま、有効期

限の切れた保険証を持ち続ける人も出るのではないかと思います。

厚労省の資料には「保険者が必要と認めるときは、本人からの申請に

よらず資格確認証を交付できることとする」とにありますが、保険者で

ある府中町は、何をもって必要かそうでないかを判断するのでしょうか。

また、この間のトラブルで、マイナンバーカードで本人確認ができず、

10 割を支払ったケースがありましたが、「資格確認書」が入手できず、

医療機関で 10 割を払わなければならない事態も想定されます。こうい

うことも決して起こしてはなりません。

そこで伺います。

マイナンバーカードのあるなしに関わらず、被保険者であれば医療にアク

セスできるのが当然です。広島県とともに国保の保険者である府中町は、

どのような対策を検討されているでしょうか。

■福祉保健部長

「資格確認書」の交付について、まだ、国から政令等により、詳しい

内容、取り扱いは示されていないため、詳細はまだわかりませんが、今

年度から、国の動向を踏まえつつ、広島県全体で、検討課題を出して取

り組む対応案を検討することとなりました。

国民健康保険等の被保険者が切れ目なく保険医療を受診できるよう、

制度については、広報及び町ホームページ等で周知を図るとともに、申



*11）第１回「医療 DX 令和ビジョン 2030」厚生労働省推進チーム 資料 2022年 9月 22日。
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請を促す仕組み等の構築も含め、課題解決に取り組んでいきたいと考え

ています。

2．医療DXとは

つぎに医療 DXについて質問します。

●健康保険証廃止は医療DXの一環

マイナンバーによって紐付けられる個人情報は実に多様で、さまざま

な利活用が予定されています。とりわけ重要なのは医療関係で、「医療

DX」を進める要となるのがマイナンバーです。

厚労省による医療 DXの定義は次の通りです。

「医療 DX とは、保健・医療・介護の各段階（疾病の発症予防、受

診、診察・治療・薬剤処方、診断書等の作成、診療報酬の請求、医

療介護の連携によるケア、地域医療連携、研究開発など）において

発生する情報やデータを、全体最適された基盤を通して、保健・医

療や介護関係者の業務やシステム、データ保存の外部化・共通化・

標準化を図り、国民自身の予防を促進し、より良質な医療やケアを

受けられるように、社会や生活の形を変えること」である。
*11）

医療だけでなく保健や介護も含めた、さまざまな個人情報をオンラ



*12）「経済財政運営と改革の基本方針 2022」

*13）自民党はこの 3 つを総合的に進めていく方針を「医療 DX 令和ビジョン 2030」と命名

（「『医療 DX令和ビジョン 2030』の提言」2020年 5月 17日）。その実行を政府に迫り、厚労

省は上記推進チームを 9月 22日に設置した。
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インで利活用する。データの外部化、共通化・標準化するための「全体

最適された基盤」とは、現在の「オンライン資格確認等システム」であ

り、それを拡充して構築する「全国医療情報プラットフォーム」を意味

します。マイナンバーと被保険者番号の履歴を紐付けて、個人情報であ

る保健・医療情報を流通させ、活用する。これが医療 DXです。

●医療DXの3本柱

昨年（2022年）6月に閣議決定された「骨太方針 2022」*12）は、「持

続可能な社会保障制度の構築」として、①「全国医療情報プラットフォ

ームの創設」、②「電子カルテ情報の標準化等」、③「診療報酬改定ＤＸ」

の 3 つの課題を掲げ、「行政と関係業界が一丸となって進める」として

います*13）。さらに 4つめの課題として「医療情報の利活用について法制

上の措置等を講ずる」と述べています。

（1）全国医療情報プラットフォーム

まず、「全国医療情報プラットフォーム」です。

この 4 月からオンライン資格確認が原則義務化され、 町内の医療機

関にも「顔認証付きカードリーダー」が置かれています。これを使って

マイナンバーカードから情報を読み取り、本人確認するのが「オンライ



*14）「骨太方針 2022」では、「医療情報の共有や交換を行うに当たり、情報の質の担保や利便性

・正確性の向上の観点から、その形式等を統一。その他、標準型電子カルテの検討や、電子カル

テデータを、治療の最適化やＡＩ等の新しい医療技術の開発、創薬のために有効活用することが

含まれる」となっている。

- 9 -

ン資格確認」です。被保険者番号、電子証明書のシリアルナンバー、資

格情報を自動的に取り込むことができ、国保中央会・支払基金が保有す

る情報を医療機関・薬局に提供することができるようになる。現在は、

本人の同意のもとにレセプトから抽出された診療・薬剤情報、特定健診

・後期高齢者検診の情報を医療機関・薬局が閲覧することができます。

この「オンライン資格確認等システム」を拡充するのが「全国医療情

報プラットフォーム」です。

「レセプト・特定健診等情報に加え、予防接種、電子処方箋情報、自

治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報に

ついて共有・交換できる全国的なプラットフォームを創設」する、と「骨

太方針 2022」に書かれています。プラットフォームとは、システムや

サービスの提供に必要な「土台となる環境」のことを言いますが、この

「全国医療情報プラットフォーム」に、介護を含む医療全般にわたる個

人情報を集め、自治体や介護事業者等間を含め「共有・交換」、すなわ

ち利活用できるようにするということです。

（2）電子カルテ情報の標準化

次に、電子カルテ情報の標準化ですが、全国医療情報プラットフォー

ムを通じて共有、交換する情報を規格化し揃えることです*14）。



*15）自民党「『医療 DX令和ビジョン 2030』の実現に向けて」（2023年 4月 13日）は、「電子カ

ルテ情報共有サービス（仮称）は、今後 3 文書 6 情報に限ることなく、研究などに必要な情報

や、画像等のデータも収集・共有していくことが必要である」（5頁）と述べている。

*16）全国医療情報プラットフォームと連携し、①共通算定マスタ、②計算ロジック、③データ、

を標準化する「共通算定モジュール」を開発・運用して診療報酬の算定と患者負担金の計算を実

施する（厚労省「診療報酬改定 DX対応方針」2023年 4月）。

*17）この 2 つの目的は、診療報酬 DX だけでなく、全国医療情報プラットフォーム、電子カル

テ情報の標準化を含めた医療 DX全体の狙いでもある。
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診療情報提供書、退院時サマリー、健診結果報告書の 3 文書と、傷病

名、アレルギー情報、感染症情報、薬剤禁忌情報、検査情報（救急時に

有用な検査、生活習慣病関連の検査）、処方情報の 6 情報を厚労省標準

規格とすると言っています。

また、「今後、医療現場での有用性を考慮しつつ、標準規格化の範囲

の拡張を推進」すると言ってますので、3 文書 6 情報に留まらず、流通

させる情報が増えていくことになるでしょう*15）。

（3）診療報酬DX

第 3に診療報酬 DXです。

「デジタル技術を利活用して、診療報酬やその改定に関する作業を大

幅に効率化」し、「医療保険制度全体の運営コスト削減につなげること

を目指す」とあります
*16）
。

「骨太方針 2022」では、診療報酬 DX の目的について「作業の効率

化」についてしか述べていません、実際には隠された 2 つの目的があり

ます。一つは、「医療費の適正化」のために使うこと。もう一つは、収

集したデータを民間企業に提供し、ビジネスチャンスの拡大に結びつけ

ようとすることです*17）。



*18）「診療報酬オンライン請求に関する見解」2007年確定、2009年改定

*19）経済財政諮問会議「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」2001

年 6月 26日
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全国保険医団体連合会はすでに 2007 年の段階で次のような警告を発

しています
*18）
。

本来レセプトは「療養の給付に関する費用」の請求明細に過ぎ

ず、このデータを集積して、保険請求業務以外に利用することは、

レセプトデータの目的外使用に該当する。

レセプトには最もデリケートな健康に関わる個人情報が含まれ

ており、患者の同意なく、これを審査、支払以外の目的に使用する

ことは個人情報保護法の趣旨にも反する……特にレセプトデータの

民間への解放は国民の健康・医療に係わる情報が企業の“儲け”の

対象にされるおそれがあるため禁止するべきである。

政府は、このような声に耳を傾けることなく、レセプトデータを集積

し、保険請求業務以外に利活用できるように準備を進めてきたのです。

●社会保障個人会計システム

2001 年に出された最初の「骨太方針 2001」*19）に「社会保障制度の

運営コストの削減」という文言が登場し、そのために社会保障番号制―

―今日のマイナンバーです――と「社会保障個人会計システム」が必要



*20）ITの活用により、社会保障番号制導入とあわせ、個人レベルで社会保障の給付と負担が分か

るように情報提供を行う仕組みとして「社会保障個人会計(仮称)」システムの構築に向けて検討

を進める(社会保障分野での e-governmentの実現)。「骨太方針 2001」18頁。

*21）経団連「社会保障制度等の一体的改革に向けて」2004年 9月 21日。

- 12 -

だと述べています*20）。「社会保障個人会計システム」とは、個人レベル

で社会保障給付と税金、保険料、窓口負担、利用料などの負担を情報提

供するシステムのことです。

経団連は 2004 年に「財産相続時における、社会保障受給額（特に年

金給付）のうち本人以外が負担した社会保険料相当分と相続財産との間

で調整を行う仕組みも検討すべきである」
*21）
と提言しています。国保

・国民年金、社保・厚生年金などの支払総額が黒字か赤字かを、国民一

人ひとりについて判定する。支払総額が赤字の場合は、その分を死後、

遺産から取り立てるということです。そのために必要なのが総合的な社

会保障・福祉オンラインシステムの整備、社会保障個人別カード（電子

式）、社会保障・福祉制度に共通する個人番号だと経団連はいう。

「骨太方針 2001」はまた、「『真』に支援が必要な人に対して公平な

支援を行うことのできる制度を実現する」と述べています。国民を「真

に支援が必要な人」とそうでない人に区分し、「必要でない」と判定し

た人の給付を減らしたり、負担を増やす。そういうことを 2001 年の段

階で考えていたわけです。

今進められている医療 DX ――全国医療情報プラットフォーム、マイ

ナンバー制度・マイナンバーカードの原点は小泉構造改革にあります。

●医療費の「適正化」

2005 年 6 月、同じく小泉政権のもとで閣議決定された「骨太方針



*22）「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」2005年 6月 21日。

*23）「糖尿病等の患者・予備軍の減少や平均在院日数の短縮などの中長期の医療費適正化対策」、

データ分析が可能になるようなレセプトのオンライン化を提言。

*24）「全レセプトデータを蓄積したナショナル・データベース」を構築し」、「電子レセプトによる

請求データ等のデータベース等の活用、研究等を活性化するため、民間等も含め活用」すること

を提言。

*25）「レセプトの完全オンライン化により医療保険事務のコストを大幅に削減するとともに、レセ

プトのデータベース化とその疫学的活用により予防医療等を推進し、国民医療費を適正化する」

ことを提言。

*26）高齢者医療確保法第 16条 厚生労働大臣は、全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正

化計画の作成、実施及び評価に資するため、次に掲げる事項に関する情報について調査及び分析

を行い、その結果を公表するものとする。

1．医療に要する費用に関する地域別、年齢別又は疾病別の状況その他の厚生労働省令で定め

る事項。

2．医療の提供に関する地域別の病床数の推移の状況その他の厚生労働省令で定める事項。
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2005」*22）は、超高齢化社会において持続可能性を確保するためには社会

保障給付の過大・不必要な伸びを厳しく抑制しなければならないとし、

「医療費適正化の実質的な成果を目指す政策目標を設定し、達成のため

の必要な措置を講ずる」と述べました。

この「骨太方針 2005」を受け、同年 12 月 1 日に政府・与党医療改

革協議会の「医療制度改革大綱」
*23）
、12月 21日に「規制改革・民間開

放の推進会議に関する第 2次答申」*24）、2006年 1月に「IT新改革戦略」*25）

が出され、「医療費適正化」が具体化されてゆきます。同年 6 月、「高齢

者医療確保法」を制定。「後期高齢者医療制度」によって 75歳以上の高

齢者を国保・健保から切り離し、「医療費適正化計画」「特定健康診査・

特定保健指導」「医療保険等関連情報の調査及び分析」を一体的に進め

ることを法制化しました
*26）
。



*27）データは「21世紀の石油」とも言われるように、その利活用が国のあり方とその発展に大き

な影響を与えることとなる。ただし、データを多く集めること自体には必ずしも価値はなく、そ

こから取り出される様々な意味や知見にこそ価値がある。さらに、AI の分析精度向上や様々な

領域での活用により新たな価値を生み出すためには、データの量だけではなく、その種類・質が

重要であり、多種類（多分野、多サービス）の高品質（高精度、高精細）なデータを大量にもっ

ていることが競争力を左右するだけではなく、イノベーションの源泉にもなる。（総務省『2018

年版情報通信白書』）

*28）「医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律」2017年 5月 12日公

布。

*29）内閣府「『次世代医療基盤法』とは」2022年 10月。
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（4）医療ビッグデータ分析

●次世代医療基盤法

第 4に医療ビッグデータ分析です。

「医療ビッグデータは宝の山」「21世紀の石油」*27）
などと言われてい

ます。健康診断やレセプト情報が富を生み出す。それを後押しするのが

医療 DXの大きな目的の一つです。

「次世代医療基盤法」（医療ビッグデータ法」）*28）が 2017年に公布さ

れました。「健診結果やカルテ等の個々人の医療情報を匿名加工し、医

療分野の研究開発での活用を促進する法律」だと内閣府は説明していま

す
*29）
。

2017年 5月 30日から全面実施された「改正個人情報保護法」は、

医療情報の多くを「要配慮個人情報」とし、第三者に提供するにあたっ

ては本人の同意（オプトイン）が必要です。それに対して「次世代医療

基盤法」は、本人あるいはその遺族が拒否しない限り、医療機関等は認



*30）個人情報保護法第 2条 3項 この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、

社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏

見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述

等が含まれる個人情報をいう。

*31）経団連「次世代医療基盤法見直しに関する意見」2022年 10月 21日。
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定事業者に医療情報（要配慮個人情報*30））を提供することができ、認定

事業者は、利活用者（製薬会社や研究機関）に匿名加工医療情報を提供

できるようにしました。

このように個人情報保護法の「抜け穴」として「次世代医療基盤法」

は作られたのですが、経団連は「まだ足りない」と見直しを求めました。

2022年 6月、内閣府は「次世代医療基盤法検討WG 中間とりまとめ」

を発表します。

「匿名加工医療情報は、氏名等と仮 IDの対応表を破棄する必要があ

ること等により、特定の個人を再識別したデータ追加による継続的・発

展的な研究が困難であり、研究や薬事目的で活用しにくい」とし、「再

識別による継続的・追加的なデータ提供を可能とする匿名化の在り方」

について検討すると述べています。再識別による継続的・追加的なデー

タ提供は、個人が特定できなければ不可能です。

これ以外にも、「薬事承認のため審査当局に提出された匿名加工医療

情報の元データの提供の可能化」、「利活用者が情報を探索・活用しやく

するような取組」が検討課題とされており、いずれも「匿名化」された

情報を再び個人が特定できるものに戻すものです。

この「中間とりまとめ」に対して経団連は意見書*31）をまとめています

が、次世代医療基盤法を個人情報保護法が禁じているゲノム情報や個人

の特定が容易な、少ない症例・特異値の活用を推進する仕組みとせよ、
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データサイエンティストが元データにアクセスできるようにせよ、医薬

品の承認申請においては申請者（製薬企業等）が元データへのアクセス

できるようにせよ、と言いたい放題。挙げ句は、「必要以上の規制強化

は利活用者の負担となり、利活用の障害となることから避けるべきであ

る」と、個人情報保護法の「抜け穴」として作られた「次世代医療基盤

法」の完全な「骨抜き」を求めています。

この意見書を受けて、内閣府は次世代医療基盤法を見直し、「①希少

な症例についてのデータ提供、②同一対象群に関する継続的・発展的な

データ提供、③薬事目的利用の前提であるデータの真正性を確保するた

めの元データに立ち返った検証」ができるように検討するとしました。

また、新たに「仮名加工医療情報」を創設。「仮名加工医療情報」と

は他の情報と照合しない限り、個人を特定できないよう加工した情報を

そう呼ぶのだそうです。個人情報から氏名や ID等を削除するのですが、

他の情報と照合すれば個人の特定が可能だということです。

●情報銀行の活用

今月（2023 年 6 月）16 日、「骨太方針 2023」（「経済財政運営と改

革の基本方針 2023」）とともに閣議決定された「成長戦略等のフォロー

アップ」に「2022 年度に行った健康・医療分野における情報銀行の活

用等の検討結果を踏まえ、2023 年度末までに情報銀行の認定指針を改

定する」と書かれています。

情報銀行は、行動履歴や購買履歴、ヘルスケアデータなど個人情報を

含むデータ（パーソナルデータ）を個人から預かり、パーソナルデータ

を利用したい事業者に提供します。個人情報を集めて、それを必要とす

る企業に販売する「銀行」で、2019年から認定が始まりました。



*32）個人情報保護法第 23条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又

は毀損の防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならな

い。

*33）現在、情報銀行が取り扱えるのは、レベル 1：利用者個人の同意に基づいて取得・提供可能

な、要配慮個人情報に該当しない健康・医療分野の個人情報、具体的には、歩数、体重、体脂肪、

体温、血圧、脈拍などのバイタルデータ。今後は、レベル 2：健康・医療分野の要配慮個人情報、

具体的には、既往症を含む法定健診項目、アレルギー、服用歴を示すお薬手帳、OTC 医薬品

（医師の処方箋がなくても薬局などで購入できる薬のこと）なども取り扱い可能とする計画であ

る。

- 17 -

現在、三井住友信託銀行株式会社、中部電力株式会社、みずほ銀行と

ソフトバンクが設立した J.Scoreなど 7社が「情報銀行」として認定さ

れています。

●要配慮個人情報

現在は個人情報保護法によって、個人データの提供は規制されており

*32）
、病歴（診療・調剤情報）、健診結果、保健指導、障害（身体・知的・

精神障害（発達障害を含む）、遺伝子検査結果（ゲノム情報）、を含む「要

配慮個人情報」を扱う事業は情報銀行に許可されていません。

しかし、これに対して経団連などから、「要配慮個人情報」が取り扱

えないため不都合が生じていると規制緩和を求めています。これを受け

て、総務省は 2022 年 11 月に「情報信託機能の認定スキームの在り方

に関する検討会 要配慮個人情報ワーキンググループ」を立ち上げ、今

年 3 月に「とりまとめ（案）」を示し、情報銀行が「要配慮個人情報」

も取り扱えるように変えてゆく方針です*33）。



*34）総務省「要配慮個人情報WGとりまとめ（案）～健康・医療分野の要配慮個人情報の取扱い

に係る方針について～」2023年 3月。
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厚労省の資料*34）に示された、預託、収集された情報の使い道は、「利

用者個人のために（直接的便益）」とされているものでは、自治体関係

として「住民個別の健診の受診勧奨、要支援者、子育て世帯への生活支

援」があげられていますが、「要配慮個人情報」を取得しなければでき

ないことではありません。企業の活用例としては、①フィットネスジム、

レシピ提案などのヘルスケアサービス、②家事代行サービス、高齢者見

守りなど介護保険外サービス、③保育園での預かり、シッター派遣など

の子育て支援サービス、④保険の提案・見直し、⑤ヘルスケアに係る商

品・サービスの広告などをあげています。これらは有料のサービスと商

品購入を促す広告というビジネスです。ねらいが企業への情報提供だと

いうことは明らかではないでしょうか。

「利用者個人以外のため（間接的便益）」とされるものとしては、自

治体関係としては、地域の健康増進に係る政策の企画、地域全体の高齢

者サポート体制づくりがあげられていますが、これもまた「要配慮個人

情報」を取得しなければできないものではありません。

企業の活用例としては、新薬開発・医療機器開発を筆頭に、生活習慣

病改善に向けた運動プログラム開発、特定の疾病の方に向けた健康食品

の開発、健康チェックソフト・アプリ開発があげられています。

ここにこそ「要配慮個人情報」を収集する目的があります。

●ビッグデータ分析

政府は「匿名加工医療情報」とか「仮名加工医療情報」という言葉を



*35）山本龍彦編著『AIと憲法』日本経済新聞出版社、2018年、20-21頁。

*36）「ターゲティング広告」とは、ブラウザの閲覧履歴やビックデータの解析結果などによって広

告を表示する対象を絞り込んだ広告のこと。
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作って、個人情報が守られるかのように説明しています。しかし、収集

した情報は分析され、政府や企業が一人ひとりに何らかの働きかけをす

るために用いられます。

ビッグデータ分析は、次のようなプロセスを経ます。

①大量のデータが収集され、プールされる（＝「ビッグデータの収集

・集積」段階）。

②それがＡＩによって解析され、我々人間が気づかなかったような事

物の相関関係や行動パターンが抽出・発見される（＝「解析」段階）。

③こうした相関関係やパターンが特定のデータペースに適用（心気言

され、当該データベースに登録された特定個人の趣味嗜好、健康状態、

能力、信用力などが自動的に予測される（＝「プロファイリング」段階）。

④この予測結果が特定の目的（企業の採用活動、与信、テロリズム対

策、裁判所の量刑判断など）のために利用される（＝「利用」段階）。

⑤予測結果の妥当性を検証するためにでデータベース登録者の行動が

事後的に追跡される（＝「追跡」段階）*35）。

インターネットで何かを検索・閲覧したり、購入したりすると「お勧

めの商品」が提案されたり、広告が表示されています。

注意して画面を見ていると「広告用 ID等とお客様の興味関心（推定）

を用いて当社所定の広告配信事業者によるターゲティング広告*36）がなさ



- 20 -

れます。興味関心の推定は、当社・広告配信事業者それぞれが行う場合

があります」と表示されていることに気づきます。

これと同じことを医療 DX でやろうとしているわけです。私たちの情

報を知らないうちに収集・分析し、活用する。

●特定健診・データヘルス計画

町の実施している特定健診・後期高齢者検診の情報は、「オンライン

資格確認等システム」によって、現在は医療機関と薬局が閲覧できます。

今後は製薬会社をはじめとする民間企業が利活用できるようにする。

特定健診・後期高齢者健診（府中町は「長寿健康診査」と呼んでいる）

はメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診で、2006

年の高齢者医療確保法に基づき 2008 年度から始まりました。血液検査

や尿検査などによって「糖尿病、高血圧症をはじめとする生活習慣病の

兆候やリスクをいち早く発見する」ためのものです。医療保険者（健康

保険組合や全国健康保険協会などの各被用者および国民健康保険）が実

施主体となっています。特定健診は 40 ～ 74 歳の加入者（被保険者・

被扶養者）を対象として行われ、75 歳以上は後期高齢者医療制度の加

入者が対象です。

町内に住む国保加入者と後期高齢者制度加入者に対して当町が特定健

診・後期高齢者健診を実施しています。これらの健診データとレセプト

（診療報酬明細書）データを分析し、「被保険者の健康づくりや疾病予

防・重症化予防を行う」ために医療保険者は「データヘルス計画」を作

ることになっています。

当町も 2017 年に「府中町国民健康保険データヘルス計画」を策定し

ました。冊子の冒頭に、計画の趣旨として「被保険者の自主的な健康増



*37）厚労省「平成 20年 4月から特定健康審査・特定保健指導が始まりました」

*38）第 1回「医療 DX令和ビジョン 2030」厚生労働省推進チーム（2022年 9月 22日）
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進及び疾病の予防の取組を支援」することとあり、これが大変重要だと

思います。

特定健診は特定保健指導とセットであり、厚労省の資料*37）には「（自

分）自身で、『行動目標』に沿って、生活習慣改善」するようアドバイ

スするとありましたが、同様の立場だと思います。この資料には Q&A

があって「プライバシーが守られるのか心配だけど大丈夫」という問い

に対して、次のように回答しています。

医療保険者は個人情報保護法に従い健診・保健指導の結果デー

タを厳重に管理することが義務付けられており、漏洩被害があった

場合等は、法律で罰則が定められています。

また、実施機関は、委託元である医療保険者の個人情報保護規

定を遵守し、受診者のプライバシー情報を守ることが求められてお

り、同様に法律で罰則が定められています。

しかし、今回の医療 DX のキーワードの一つは先ほどから述べてい

るように「個人情報の利活用」です。厚労省が昨年作った資料「医療 DX

について」*38）には「保健・医療情報（介護含む）の利活用を積極的に推

進していくことは非常に重要」「医療情報の適切な利活用による創薬や

治療法の開発の加速化により、関係する分野の産業振興につながること

…が期待される」と書かれています。

先ほどの Q&A の答えにあった「健診・保健指導の結果データの厳重

な管理」「受診者のプライバシー情報を守る」は空文句となるでしょう。
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町民の皆さんの「自主的な健康増進及び疾病の予防の取組」を支援す

る「データヘルス計画」が、医療 DX によって、企業に利活用され、儲

けの手段になることにシフトするのではないかと危惧しています。

そこで伺います。

②当町でのデータヘルス計画と保健指導はどのような内容になっている

でしょうか。

■福祉保健部長

国民健康保険及び後期高齢者医療保険の対象者の健診結果は、健診後、

国保連合会に集約されます。国民健康保険の対象者については、健診結

果やレセプト情報を基に、町で保健指導対象候補を抽出し、候補者のう

ち参加希望者に保健指導を行っております。

事業としては、特定保健指導、糖尿病性腎症重症化予防プログラム、

頻回重複受診指導、未受診者（異常値放置）勧奨を実施しています。

後期高齢者医療保険の対象者については、健診結果やレセプト情報を基

に、町の課題を分析し、課題解決に向けて保健指導や介護予防事業を一

体的に実施しています。

事業としては、糖尿病性腎症重症化予防プログラム、通いの場での周

知・啓発活動を実施しています。「データヘルス計画」は、2013 年 6

月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」を受け、すべての健保組合

は、健康一医療情報を健診データやレセプトデータを活用してデータ分

析し、PDCA サイクルに沿って効果的かつ効率的に健康課題の把握や保

健事業を実施し、被保険者の健康づくりや疾病予防一重症化予防を行う

ための計画です。計画期間は 2017 年度から 2023 年度となっており、

2021年度に中間評価と見直しを行いました。
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分析結果としましては、本町の 2020年度の一人あたりの医療費 （調

剤を除く）は、県内 14位で、平均より低い値となっていました。また、

2017 年度から 2019 年度にかけては、被保険者一人あたりの医療費は

わずかながら減少しており、「生活習慣病にかかる医療費が高い」結果

を受け、町が取り組んできた効果がみられていると考えられます。 今

後も、健診データを活用し、運動や健康的な食生活の推進、特定健康診

査の受診、特定保健指導の利用勧奨など、生活習慣病の早期発見、重症

化予防の取り組みを継続してまいります。

《2回目》

「日刊ゲンダイ」（6 月 17 日付）に「『健康保険証』廃止で自治体か

ら悲鳴…事務作業激増で職員に『死人が出るレベル』深刻懸念」という

記事が出ていました。

記事は次のように書いています。

ただでさえ、窓口業務の負担増がミスにつながっているのに、

これから先、さらに業務が逼迫する恐れがある。最大 2 万ポイント

がもらえる「マイナポイント第 2弾」が 9月末に期限を迎えるうえ、

来年秋の保険証廃止に伴う新たな事務作業がのしかかるからだ。

日本全体ですと、6 月 11 日現在で、マイナンバーカードを申請した

人は約 9,720 万人（人口の 77.2%）で、健康保険証として利用登録し

た人が 6,376 万人（交付枚数の 69.3%）です。77.2%のうちの 69.3

％ですから、いわゆる「マイナ保険証」を持つ人は人口の 53 ％です。
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さまざまなトラブルが発覚して、少なくない国民がマイナンバー制度や

カードに不信感を抱いています。保険証を紐付けする人は今後あまり伸

びないのではないかと思われます。このままで推移すれば 3,000 万人

前後の人に「資格確認証」を発行する事態になる。

当町の場合は今年 4 月の数字ですが、国保加入者は 8,193 人で、マ

イナンバーカードを国保証として利用登録した人が 4,341 人、53 ％で

す。3,000人以上の人に「資格確認証」を届けないといけなくなる。

これまでは国保加入者全員に郵送し、問題はなかったと思います。

近々届く新しい保険証は来年（2024年）7月 31日が有効期限です。

これまで通りの保険証はこれが最後で、「健康保険証」廃止後は 1 年間

有効とみなすとされています。当町の場合は 2025年の 7月末までです。

この前後に問合せ、健康保険証として利用登録する人、「資格確認書」

を申請する人が殺到する可能性がある。放っておく人もでるでしょう。

それぞれに別々の対応が求められます。

京都市ではマイナンバーカードを申請した人で 4 万人が受け取りにき

ていないという問題が発生しています。混乱は必至です。

問合せやクレーム対応を含め、職員の事務量は相当増えることになる

でしょう。役場はすでにオーバーワークが原因で病気になったり退職す

る人が出ています。

そこで伺います。

②国保証廃止による過重負担によって職員の健康が損なわれないよう

に職員配置をすべきだと考えますが、町の見解をお聞かせください。

今後、国から詳しい内容や取り組みが示されていく中で、事務を進め



*39）「人生 100年時代の社会保障へ」（2016年 10月 26日）
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ていくことになりますが、事務量に見合った適正な人員配置を心がけて

いきたいと考えています。

《3回目》

３月議会で「自治体 DX」について取り上げました。「出来の悪い SF

小説のようだ」という感想がありましたが、医療 DX は、より一層出来

が悪くなっています。

●健康ゴールド免許

「骨太方針 2001」で「社会保障個人会計」が提起されました。総理

大臣は、小泉純一郎氏です。それから 15 年後の 2016 年、息子である

小泉進次郎氏が自民党「2020 年以降の経済財政構想小委員会」の委員

長代行として「健康ゴールド免許」構想を発表しました*39）。

その要旨は次の通りです。

①生活習慣病、がん、認知症は普段から健康管理を徹底すれば、予

防や進行を抑制できる。

②「病気にならないようにする」自助努力を支援していく。

③現行制度では、健康管理をしっかりやってきた人も、そうではな

く生活習慣病になってしまった人も、同じ自己負担で治療が受け

られる。これでは、自助を促すインセンティブが十分とは言えな
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い。

④今後は、健康診断を徹底し、早い段階から保健指導を受けていた

だく。そして、健康維持に取り組んできた方が病気になった場合

は、自己負担を低くすることで、自助を促すインセンティブを強

化すべきだ。

⑤医療介護でも、ＩＴ技術を活用すれば、個人ごとに検診履歴等を

把握し、健康管理にしっかり取り組んできた人を「ゴールド区分」

に出来る。いわば医療介護版の「ゴールド免許」を作り、自己負

担を低く設定することで、自助を支援すべき。

医療 DX の最も重要なねらいが明け透けに語られています。個人ごと

に検診履歴などを把握し、「真に支援が必要な人」とそうでない人を区

分する。健康管理をしっかりした人が「真に支援が必要な人」であり、

それを怠った人は支援に値しない。これが 2001 年に提案された社会保

障個人会計の行き着く先です。

自助・自己責任は資本主義の基本原理ですが、それだけでは貧困、格

差が広がり、犯罪も増えた。それで 20 世紀に入って、国家が主体とな

って「健康で文化的な暮らし」を支える社会保障が登場しました。しか

し、20 世紀末から、日本では小泉構造改革以後、自助・自己責任が強

調され、社会保障は後退し、19世紀に後戻りしたかのようです。医療 DX、

社会保障個人会計、「健康ゴールド免許」は、公的保険、社会保障の名

に値しないものです。

地方自治体の任務は「住民の福祉の増進を図ること」（地方自治法第 1

条 2）にあります。医療情報がきちんと保護され、データヘルス計画が、

企業の儲けの対象にならないよう、また国保加入者の医療を受ける権利

が阻まれないように頑張っていただきたいと思います。
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